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連結株主資本等変動計算書 （平成27年４月１日から平成28年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益

当 期 首 残 高 64,152 68,354 210,423 △37,115 305,815 21,003 △1
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,832 △4,832
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 7,530 7,530

自 己株式の取得 △9,485 △9,485
自 己株式の消却 △3,774 △24,523 28,298 ―
株主資本以外の項目の当期変動額
（純 額） △8,525 199

当 期 変 動 額 合 計 ― △3,774 △21,825 18,813 △6,787 △8,525 199
当 期 末 残 高 64,152 64,579 188,598 △18,302 299,028 12,477 197

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

土地再評価差額金 為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 156 29,126 50,284 3,991 360,091
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,832
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 7,530

自 己株式の取得 △9,485
自 己株式の消却 ―
株主資本以外の項目の当期変動額
（純 額） 3 △13,656 △21,979 196 △21,783

当 期 変 動 額 合 計 3 △13,656 △21,979 196 △28,570
当 期 末 残 高 160 15,469 28,304 4,187 331,520
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円）

科目
当連結会計年度

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

前連結会計年度

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

税金等調整前当期純利益 12,129 29,604

減価償却費 44,056 39,428

売上債権の増減額（△は増加） 517 △745

たな卸資産の増減額（△は増加） △252 594

仕入債務の増減額（△は減少） 2,473 △2,073

その他（法人税等の支払など） 574 △5,261

営業活動によるキャッシュ・フロー 59,499 61,547
有形固定資産の取得による支出 △42,747 △54,803

その他 3,308 △84

投資活動によるキャッシュ・フロー △39,438 △54,888
社債の発行による収入 ― 25,000

社債の償還による支出 ― △25,000

自己株式の取得による支出 △9,483 △4

配当金の支払額 △4,832 △4,142

その他 △6,163 13,981

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,479 9,834
現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,184 2,306
現金及び現金同等物の増減額 △2,603 18,800
現金及び現金同等物の期首残高 110,479 91,678
現金及び現金同等物の期末残高 107,875 110,479
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社数34社

会社名： 事業報告「１．当社グループの現況に関する事項」の「（11）重要な子会社の状況」に記載し
ました27社にアイビーテクノ㈱、アイビー・グリーン㈱、イビケンウッドテック㈱、中部工材
㈱、南寧大南食品有限公司、イビデン・セラム・エンバイロンメンタル㈱、イビデン・セラ
ム・フラウエンタール韓国㈱を加えた34社

　連結子会社であるイビデンマレーシア㈱、イビデンカナダ㈱、イビデン電子工業㈱、揖斐電(香港)有限
公司は清算が結了したため、またイビデンアドバンストパッケージマレーシア㈱は清算手続き中であり重
要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

（2）非連結子会社数５社
会社名： イビデンフィリピンランドホールディングス㈱、イビデンアドバンストパッケージマレーシア

㈱、サン工機㈱、㈱イビデン住設、㈱エコストック
　非連結子会社５社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連
結の範囲より除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社５社及び関連会社である中部合同アセチレン㈱、いぶき水力発電㈱及び
セラム・リーゲンシャフツフェルヴァルツゥング㈱については、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分
法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、揖斐電電子(上海)有限公司、揖斐電電子(北京)有限公司、南寧大南食品有限公司、イ
ビデンメキシコ㈱の決算日は12月31日であります。
また、揖斐電電子(上海)有限公司、揖斐電電子(北京)有限公司、南寧大南食品有限公司、イビデンメキシ
コ㈱につきましては、決算日(３月31日)において仮決算を実施したうえで連結しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券
　 その他有価証券

・時価のあるもの ………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として
移動平均法により算定）

・時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法
② デリバティブ ……………………… 時価法
③ たな卸資産 ………………………… 当社及び国内連結子会社は、主として移動平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
在外連結子会社は、主として先入先出法による低価法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

……………………………… 当社及び国内連結子会社は主として定率法
在外連結子会社は主として定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物 ３～75年
　機械装置及び運搬具 ３～22年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
……………………………… 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法

③ リース資産 ………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
（3）重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　当社及び国内連結子会社は、主として債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。
　また、在外連結子会社は、主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
　当社及び国内連結子会社は、主として従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に
基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金
　当社は、主として役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 ① 退職給付に係る負債

　一部の連結子会社は、退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、期間定額基準によっております。
　また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 ② 重要な繰延資産の処理方法
　社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。

　 ③ 重要なヘッジ会計の方法
・ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
・ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段：為替予約取引
　ヘッジ対象：外貨建債権・債務、外貨建予定取引
・ヘッジ方針
　主として当社は「社内管理規程」に基づき、為替変動リスクについてヘッジしております。なお、主要
なリスクである外貨建売掛債権の為替変動リスクに関しては、実需を推定し、ヘッジする方針でありま
す。
・ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約を対応さ
せているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、ヘッジに高い有効性が
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あるものと判断しております。
　 ④ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　 ⑤ のれんの償却方法及び償却期間

　原則として５年間の均等償却を行っております。

５．会計方針の変更

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」
という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会
計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以
下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社
に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結
会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企
業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結
会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少
数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前
連結会計年度については連結計算書類の組替えを行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項
（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度
の期首時点から将来にわたって適用しております。
　当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の
取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記
載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の
取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」
の区分に記載する方法に変更しております。
　なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
　担保に供している資産の額

投資有価証券 8百万円
　上記に対応する債務

買掛金 85百万円
未払金 4百万円

２．有形固定資産減価償却累計額 447,045百万円
　
連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）
　

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
発行済株式
　普通株式 150,860,557 ― 10,000,000 140,860,557

合計 150,860,557 ― 10,000,000 140,860,557
自己株式
　普通株式 12,775,618 5,002,661 10,000,000 7,778,279

合計 12,775,618 5,002,661 10,000,000 7,778,279
　
２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額 基 準 日 効力発生日

平成27年５月18日
取締役会 普通株式 2,761 20円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月２日

平成27年10月30日
取締役会 普通株式 2,071 15円00銭 平成27年９月30日平成27年11月24日
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの
　

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額 基 準 日 効力発生日

平成28年５月16日
取締役会 普通株式 利益剰余金 2,661 20円00銭 平成28年

３月31日
平成28年
５月31日

　
　

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に社債発行や銀行借入）を調達しております。
一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しており
ます。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内ガイドラインにそってリスク低減を図っております。
また投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）、設備投資資金（長期）であります。なお、デリバティブ取引は
社内管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
２．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額

（＊） 時 価 （＊） 差 額
（1）現金及び預金 104,765 104,765 ―
（2）受取手形及び売掛金 57,578 57,578 ―
（3）有価証券 3,199 3,199 ―
（4）投資有価証券 37,411 37,411 ―
（5）支払手形及び買掛金 (34,668) (34,668) ―
（6）短期借入金 (20,000) (20,000) ―
（7）未払金 (15,405) (15,405) ―
（8）設備関係支払手形 (1,560) (1,560) ―
（9）社債 (40,000) (40,173) 173
（10）長期借入金 (10,128) (10,125) (2)
（11）デリバティブ取引 811 811 ―
（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）有価証券
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によって
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おります。
（4）投資有価証券
　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

（5）支払手形及び買掛金、（6）短期借入金、（7）未払金、並びに（8）設備関係支払手形
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（9）社債
　社債の時価については、市場価格によっております。

（10）長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法によっております。なお、１年内返済予定長期借入金は、長期借入
金に含めて時価を表示しております。

（11）デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価については、先物為替相場によっております。

　 ２ 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,648百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積もることなどできず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）
投資有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,459円63銭
２．１株当たり当期純利益 55円29銭
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株主資本等変動計算書 （平成27年４月１日から平成28年３月31日まで） （単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
固定資産
圧縮積立金 別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 64,152 64,579 2,074 66,653 3,548 99 8,600 115,210
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 △3 3
剰 余 金 の 配 当 △4,832
当 期 純 利 益 24,690
自己株式の取得
自己株式の消却 △2,074 △2,074 △26,223
株主資本以外の項目の当期変動額
（純 額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― △2,074 △2,074 ― △3 ― △6,362
当 期 末 残 高 64,152 64,579 ― 64,579 3,548 96 8,600 108,848

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計利益剰余金

合 計
当 期 首 残 高 127,459 △37,115 221,150 20,733 ― 20,733 241,883
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ―
剰 余 金 の 配 当 △4,832 △4,832 △4,832
当 期 純 利 益 24,690 24,690 24,690
自己株式の取得 △9,485 △9,485 △9,485
自己株式の消却 △26,223 28,298 ― ―
株主資本以外の項目の当期変動額
（純 額） △8,471 197 △8,273 △8,273

当 期 変 動 額 合 計 △6,365 18,813 10,372 △8,471 197 △8,273 2,099
当 期 末 残 高 121,093 △18,302 231,523 12,262 197 12,460 243,983
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

・子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法
　 ・その他有価証券

時価のあるもの ……………… 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法
（2）デリバティブ ………………………… 時価法
（3）たな卸資産…………………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

………………………… 定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物 ３～50年
　構築物 ３～75年
　機械装置 ３～22年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
………………………… 定額法

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能
期間（５年）に基づく定額法

（3）リース資産 …………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 …………………………… 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金 …………………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき当事業年度に見合う分を計上しております。

（3）役員賞与引当金 ……………………… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上
しております。

４．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段：為替予約取引
　ヘッジ対象：外貨建債権・債務、外貨建予定取引

（3）ヘッジ方針
　当社の「社内管理規程」に基づき、為替変動リスクについてヘッジしております。なお、主要なリスクで
ある外貨建売掛債権の為替変動リスクに関しては、実需を推定し、ヘッジする方針であります。

定時株主総会招集通知別冊/Web開示分 （宝印刷）  2016年05月17日 15時30分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



11

（4）ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約を対応させ
ているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、ヘッジに高い有効性がある
ものと判断しております。

５．繰延資産の処理方法
　社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。

６．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　
貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 11,682百万円
短期金銭債務 18,417百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 243,726百万円

損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高 営業取引高 売上高 26,215百万円

仕入高 43,168百万円
営業取引以外の取引高 25,593百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

　普通株式 12,775,618 5,002,661 10,000,000 7,778,279
　 （注） 増加の内訳は、自己株式の買取による増加5,000,000株及び単元未満株式の買取りによる増加2,661

株であります。また、減少の内訳は、自己株式の消却による減少10,000,000株であります。
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税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　減価償却超過額 3,331百万円
　賞与引当金 716百万円
　有価証券評価損 627百万円
　棚卸資産評価損 433百万円
　固定資産減損損失 298百万円
　未払事業税 144百万円
　その他 1,371百万円
　小計 6,924百万円
　評価性引当額 △2,136百万円
　繰延税金資産合計 4,788百万円

繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 4,481百万円
　繰延ヘッジ損益 85百万円
　固定資産圧縮積立金 41百万円
　繰延税金負債合計 4,608百万円

繰延税金資産の純額 179百万円

定時株主総会招集通知別冊/Web開示分 （宝印刷）  2016年05月17日 15時30分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



13

関連当事者との取引に関する注記
　子会社等

（単位：百万円）

属 性 会社等の名称
議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 イビケン㈱ 直接
100％ 資金の預り 資金の預り 1,000 預り金 4,000

子会社
イビデン
エレクトロニクス
マレーシア㈱

間接
100％ 資金の貸付 貸付金の回収 10,000 ― ―

子会社 イビデンフィリピン㈱
直接
100％

電子関連製品
の製造

製品等の購入 18,416 買掛金 612

原材料及び貯
蔵品等の販売 4,015 その他流動資産 569

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
１．原材料及び貯蔵品の販売並びに製品の購入については、一般的な市場価格を勘案し取引価格を決定して
おります。

２．貸付金及び預り金については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
３．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,833円33銭
２．１株当たり当期純利益 181円27銭
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